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氏　        名　　　　　　　　佐々木 邦彦 TEL (03) 3817 - 7619
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 23日 中間配当制度の有無 　  　無

定時株主総会開催日　　平成 14年 6月 27日 単元株制度採用の有無    有（１単元  1,000株）

１. 14年  3月期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)経営成績 （百万円未満は切り捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 396,742 △ 5.4 9,909 △ 25.5 7,249 △ 33.6

13年  3月期 419,382 △ 3.5 13,304 △ 15.5 10,917 △ 3.4

  
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 1,557 △ 41.8 4.31 - 2.9 1.6 1.8

13年  3月期 2,673 - 7.40 - 5.0 2.3 2.6

（注）①期中平均株式数 14年  3月期   361,405,455 株　　　13年  3月期   361,407,443 株 

　　　②会計処理の方法の変更　　　無

　　　③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 2.50 － 2.50 903 58.0 1.7

13年  3月期 5.00 － 5.00 1,807 67.6 3.3

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 458,077 54,013 11.8 149.46

13年  3月期 465,120 55,166 11.9 152.64

（注）①期末発行済株式数　14年  3月期      361,401,711　株　　　13年  3月期      361,407,443株

　　　②期末自己株式数     14年  3月期               5,732   株

２. 15年  3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 146,000 △ 3,500 △ 3,000 － － －

通　　期 375,000 6,000 1,500 － 2.50 2.50

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）            ４円 １５銭

 ※ 上記予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。
     なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の5ページを参照して下さい。

１株当たり株主資本株主資本比率株  主  資　本総  資  産

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

当 期 純 利 益
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１２－（１）．比　較　貸　借　対　照　表

（単位：百万円）

期　　　別　  当　　期 前　　期

(14.3.31日現在) (13.3.31 現在) 増減（△）金額

金　　額 構 成 比 金　　額 構 成 比

（　資　産　の　部　 ） % %

Ⅰ　流　動　資　産

現 金 預 金 43,498 46,782 △ 3,283

受 取 手 形 10,410 23,338 △ 12,928

完 成 工 事 未 収 入 金 121,665 121,763 △ 98

開 発 事 業 等 未 収 入 金 440 495 △ 55

有 価 証 券 176 72 104

販 売 用 不 動 産 13,183 13,174 9

未 成 工 事 支 出 金 52,345 43,725 8,619

開 発 事 業 等 支 出 金 23,911 23,302 608

材 料 貯 蔵 品 1,189 1,340 △ 151

短 期 貸 付 金 6,123 8,361 △ 2,238

未 収 入 金 30,018 27,147 2,871

繰 延 税 金 資 産 8,643 11,468 △ 2,825

そ の 他 流 動 資 産 2,587 5,572 △ 2,984

貸 倒 引 当 金 △ 1,381 △ 1,312 △ 69

流 動 資 産 計 312,812 68.3 325,233 69.9 △ 12,421

Ⅱ　固　定　資　産

　1.有　形　固　定　資　産

建 物 16,465 17,961 △ 1,496

構 築 物 2,519 1,150 1,368

機 械 装 置 1,790 2,346 △ 555

浚 渫 船 2,526 2,585 △ 59

船 舶 1,759 980 778

車 両 運 搬 具 256 195 61

工 具 器 具 ・ 備 品 868 615 253

土 地 47,914 46,624 1,290

建 設 仮 勘 定 523 1,365 △ 842

そ の 他 有 形 固 定 資 産 3,689 － 3,689

有 形 固 定 資 産 計 78,312 73,824 4,487

　2.無　形　固　定　資　産 713 765 △ 52

　3.投　　　　資　　　　等

投 資 有 価 証 券 23,258 23,074 184

関 係 会 社 株 式 2,595 2,419 176

長 期 貸 付 金 878 111 767

従業員に対する長期貸付金 44 92 △ 48

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 21,526 17,448 4,077

破 産債権、更生債権等 12,881 15,973 △ 3,091

長 期 前 払 費 用 1,226 1,250 △ 24

繰 延 税 金 資 産 10,101 9,156 944

そ の 他 投 資 等 7,540 11,077 △ 3,537

貸 倒 引 当 金 △ 13,813 △ 15,305 1,492

投 資 等 計 66,240 65,297 942

固 定 資 産 計 145,265 31.7 139,887 30.1 5,377

資 産 合 計 458,077 100.0 465,120 100.0 △ 7,043

    科　　　　目
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（単位：百万円）
期　　　別　  当　　期 前　　期

(14.3.31日現在) (13.3.31 現在) 増減（△）金額
構 成 比 構 成 比

（ 負　債　の 部 ） % %

Ⅰ　流　動　負　債

支 払 手 形 47,859 47,359 500

工 事 未 払 金 90,993 83,155 7,838

開 発 事 業 等 未 払 金 58 23 35

短 期 借 入 金 98,860 122,225 △ 23,365

コ マーシャルペーパー － 3,000 △ 3,000

未 払 金 3,340 3,758 △ 418

未 払 法 人 税 等 481 247 234

未 成 工 事 受 入 金 48,680 44,966 3,714

開 発 事 業 等 受 入 金 13 81 △ 67

預 り 金 15,681 14,184 1,497

完 成 工 事 補 償 引 当 金 239 233 6

賞 与 引 当 金 2,584 2,629 △ 45

関係会社整理損失引当金 － 3,163 △ 3,163

そ の 他 流 動 負 債 4,802 4,669 132

流 動 負 債 合 計 313,596 68.5 329,696 70.9 △ 16,099

Ⅱ　固　定　負　債

長 期 借 入 金 70,545 67,281 3,264

預 り 預 託 金 5,096 － 5,096

再評価に係る繰延税金負債 4,073 3,418 655

退 職 給 付 引 当 金 9,138 7,939 1,199

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,164 1,040 124

そ の 他 固 定 負 債 448 578 △ 129

固 定 負 債 合 計 90,467 19.7 80,258 17.2 10,209

負 債 合 計 404,064 88.2 409,954 88.1 △ 5,890

（ 資　本　の 部 ）

Ⅰ  資    本    金 33,971 7.4 33,971 7.3 －

Ⅱ  資 本 準 備 金 10,634 2.3 10,634 2.3 －

Ⅲ  利 益 準 備 金 290 0.1 100 0.0 190

Ⅳ  再 評 価 差 額 金 5,614 1.2 4,710 1.0 903

Ⅴ  そ の 他 剰 余 金

当 期 未 処 分 利 益 2,643 3,987 △ 1,343

そ の 他 の 剰 余 金 合 計 2,643 0.6 3,987 0.9 △ 1,343

Ⅵ  その他有価証券評価差額金 860 0.2 1,762 0.4 △ 902

Ⅶ  自 己 株 式 △ 0 △  0.0 － － △ 0

資 本 合 計 54,013 11.8 55,166 11.9 △ 1,153

負 債 資 本 合 計 458,077 100.0 465,120 100.0 △ 7,043

金　　額 金　　額    科　　　　目
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１２－（２）．比　較　損　益　計　算　書

  （単位：百万円）
期　　　別　  当　　　期 前　　　期

(13. 4. 1～14. 3.31) (12. 4. 1～13. 3.31)
　科　　　目 金　　額 百 分 比 金　　額 百 分 比 　
Ⅰ　売　上　高 % %

394,230 414,245 △ 20,014

2,511 5,137 △ 2,625

売 上 高 計 396,742 100.0 419,382 100.0 △ 22,639

Ⅱ　売　上　原　価

353,167 370,848 △ 17,681

2,858 3,898 △ 1,039

売 上 原 価 計 356,025 89.7 374,746 89.4 △ 18,721

完 成 工 事 総 利 益 41,063 43,396 △ 2,333

開 発 事 業 等 総 利 益 △ 346 1,238 △ 1,585

売 上 総 利 益 計 40,716 10.3 44,635 10.6 △ 3,918

Ⅲ　販売費及び一般管理費 30,807 7.8 31,331 7.4 △ 523

営 業 利 益 9,909 2.5 13,304 3.2 △ 3,394

Ⅳ　営　業　外　収　益

338 421 △ 83

56 62 △ 5

210 547 △ 337

223 233 △ 10

304 374 △ 69

営 業 外 収 益 計 1,133 0.3 1,640 0.4 △ 506

Ⅴ　営　業　外　費　用

3,426 3,909 △ 483

366 117 249

営 業 外 費 用 計 3,792 1.0 4,026 1.0 △ 234

経 常 利 益 7,249 1.8 10,917 2.6 △ 3,667

Ⅵ　特　別　利　益

212 368 △ 156

353 707 △ 354

1,129 － 1,129

－ 3,833 △ 3,833

－ 8,069 △ 8,069

－ 4,129 △ 4,129

21 3 17

特 別 利 益 計 1,716 0.4 17,112 4.1 △ 15,395

Ⅶ　特　別　損　失

182 9 172

1,255 324 930

161 56 105

832 1,853 △ 1,021

－ 14,845 △ 14,845

300 1,479 △ 1,179

関係会社整理損失引当金繰入額 － 463 △ 463

663 1,517 △ 853

特 別 損 失 計 3,395 0.8 20,549 4.9 △ 17,153

5,570 1.4 7,480 1.8 △ 1,909

822 0.2 460 0.1 362

3,191 0.8 4,346 1.0 △ 1,155

1,557 0.4 2,673 0.7 △ 1,116

1,990 1,396 594

△ 903 △ 82 △ 820

2,643 3,987 △ 1,343

完 成 工 事 高

開 発 事 業 等 売 上 高

完 成 工 事 原 価

増減（△）金額

受 取 利 息

有 価 証 券 利 息

開 発 事 業 等 売 上 原 価

売 上 総 利 益

支 払 利 息

退 職 給 付 引 当 金 取 崩 益

受 取 配 当 金

不 動 産 賃 貸 料

そ の 他

そ の 他

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 売 却 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

固 定 資 産 除 却 損

前 期 損 益 修 正 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

退 職 給 付 信 託 設 定 益

そ の 他 特 別 利 益

前 期 損 益 修 正 損

長 期 債 務 買 入 償 還 差 額

当 期 未 処 分 利 益

当 期 純 利 益

再 評 価 差 額 金 取 崩 額

信 託 設 定 退 職 給 付 費 用

そ の 他 特 別 損 失

滞留債権貸倒引当金繰入額

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

前 期 繰 越 利 益
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１２－（３）．比較利益処分案

   (単位：百万円)

期　　別　 当　　期 前　　期

　科　　目 (13.4.1～14.3.31) (12.4.1～13.3.31)

Ⅰ 当期未処分利益 2,643 3,987 △ 1,343

Ⅱ 利 益 処 分 額

利 益 準 備 金 － 190 △ 190

株 主 配 当 金 903 1,807 △ 903

 （１株につき） （普通配当 2円50銭） （普通配当 5円00銭）

合　　計 903 1,997 △ 1,093

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益 1,740 1,990 △ 249

増減（△）金額
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注　　記

１．重要な会計方針

(1） 有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的債券 償却原価法（定額法）

　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

　その他有価証券

　　　・時価のあるもの 決算期末日の市場価格に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

　移動平均法により算定している）

　　　・時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　デリバティブ 時価法（ヘッジ取引についてはヘッジ会計によっている）

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　販売用不動産 個別法による原価法

　未成工事支出金 個別法による原価法

　開発事業等支出金 個別法による原価法

　材料貯蔵品 先入先出法による原価法

(4) 固定資産の減価償却の方法

  有形固定資産については定率法、無形固定資産及び長期前払費用については、定額法によってい

  る。ただし、平成10年4月1日以降取得した建物（建物付属設備を除く）については、定額法によ

  っている。なお、耐用年数及び残存価額は法人税法の定めと同一の基準によっている。また、自

  社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

  ている。

(5） 引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率を基礎に、将来の

　貸倒損失の発生見込率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

　回収不能見込額を計上している。

②完成工事補償引当金

　完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、過去の実績を基礎に将来の瑕疵補償見込を加味し

　て計上している。

③賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給対象期間基準を基礎とした支給見込額を

　計上している。

④退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

　づき当期末において発生していると認められる額を計上している。

　なお、会計基準変更時差異については、15年で均等按分した額を費用処理している。

　過去勤務債務は全額発生時の損益として計上しており、数理計算上の各期の差異は、その発生時

　の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により、それぞれの発生年

　度の翌事業年度から費用処理している。

⑤関係会社整理損失引当金

　関係会社の整理に係る損失に備えるため、その資産内容等を勘案し、損失負担見込額を計上して

　いる。

⑥役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定（内規）に基づく期末要支給額を計上

　している。
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(6） 完成工事高の計上基準は、工事完成基準によっているが、長期大型工事（請負金額が10億円以上で、

かつ工期が2年以上又は決算期が3期以上にまたがる工事）については工事進行基準を採用している。

 工事進行基準による完成工事高

当　期 160,439 百万円 前　期 145,011 百万円

(7) リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引について

は、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっている。

(8） ヘッジ会計

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用している。なお、金利スワップについては特例処理の用件を満たしている

　場合は特例処理を採用している。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　  ヘッジ手段 金利スワップ取引及び為替予約取引

　  ヘッジ対象 借入金、外貨建金銭債権債務（予定取引を含む）

③ヘッジ方針

　特定の金融資産・負債を対象に為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するためにデリバティ

　ブ取引を行っている。

④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ取引は、取引の目的、実行及び管理等を明確にした社内規定（金融派生商品に関する実施

　規定）に則して社内の金融派生商品取引検討会及び財務部にて定期的にヘッジ有効性を評価して

　いる。但し、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略している。

(9） 消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

２．貸借対照表事項

(1） 有形固定資産の減価償却累計額

当　期 53,257 百万円 前　期 51,424 百万円

(2) 関係会社に対する債権・債務

当　期 前　期

短期貸付金 5,157 百万円 完成工事未収入金 6,481 百万円

支払手形及び工事未払金 7,048 百万円 短期貸付金 7,395 百万円

支払手形及び工事未払金 5,705 百万円

(3) 会社の保有する自己株式数

当　期 5,732株 前　期 1,383株

(4) 担保に供している資産

当　期 前　期

現金預金 150 百万円 投資有価証券 1,040 百万円

有価証券 141 百万円

投資有価証券 765 百万円

(5) 保証債務額 当　期 前　期

（ 35,546  百万円） （ 41,005  百万円）

銀行借入保証 17,848 百万円 19,709 百万円

住宅分譲前金保証 2,683 百万円 576 百万円

（注）複数の保証人がいる連帯保証債務については、当社の負担額を計上しており（  ）内は、他

      の連帯保証人の負担額を含めた保証債務の総額である。

(6) 株式の状況 当　期 前　期

会社が発行する株式の総数 599,135 千株 599,135 千株

発行済株式の総数 361,407 千株 361,407 千株

（注）株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずることとなっている。
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(7) 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律（平成11年3月31日公布法律第24号）に基づき事業用の土地の再評価を行い、

当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これ

を控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上している。

・再評価を行った年月日 　平成12年 3月31日

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成11年 3月31日公布政令第119号）第

２条第４号に定める路線価に基づき、奥行価格補正等の合理的な調整を行っ

て算出した他、第５号に定める鑑定評価等に基づいて算出している。

・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価格との差額

当　期 △ 4,292 百万円 前　期 △ 2,596 百万円

(8) 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を持って決済処理している。なお、当期、前期

の末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれている。

当　期 受取手形 489 百万円 前　期 受取手形 3,065 百万円

支払手形 4,487 百万円 支払手形 4,598 百万円

(9) 従来、貸借対照表の資産の部に表示していた「自己株式」は、財務諸表等規則の改正により当期か

ら資本に対する控除項目として資本の部の末尾に記載している。

３．損益計算書事項

(1) 関係会社との取引

当　期 前　期

受取利息 77 百万円 受取利息 139 百万円

不動産賃貸料 141 百万円 不動産賃貸料 159 百万円

滞留債権貸倒引当金 滞留債権貸倒引当金

繰入額 218 百万円 繰入額 1,479 百万円

(2) 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

当　期 2,149 百万円 前　期 2,367 百万円

(3) 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。

当　期 前　期

建物 180 百万円 土地 318 百万円

土地 158 百万円 浚渫船 284 百万円

車輌運搬具他 14 百万円 建物他 105 百万円

(4) 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。

当　期 前　期

土地 721 百万円 土地 270 百万円

機械装置 279 百万円 機械装置 42 百万円

建物 249 百万円 船舶 9 百万円

車輌運搬具他 5 百万円 車輌運搬具他 1 百万円

(5) その他特別損失の内訳は次のとおりである。

当　期 前　期

関係会社整理損 244 百万円 投資有価証券売却損 392 百万円

割増退職金 171 百万円 ｺﾞﾙﾌｸﾗﾌﾞ入会金評価損 368 百万円

その他 248 百万円 工事災害損失 135 百万円

その他 621 百万円
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４．リース取引関係
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引
(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 (単位：百万円)

当　　　　期 前　　　　期
取得価額 減価償却累 期末残高 取得価額 減価償却累 期末残高
相 当 額 計額相当額 相 当 額 相 当 額 計額相当額 相 当 額

工具器具･備品 389 222 166 594 445 149

そ  の  他 219 107 112 225 122 102

合      計 608 329 279 819 567 251

(2)　未経過リース料期末残高相当額
当　　　期 前　　　期

一　年　内 102 百万円 137 百万円
一　年　超 182 百万円 121 百万円
計 284 百万円 259 百万円

(3)　支払リース料、減価償却費相当額、支払利息相当額
当　　　期 前　　　期

    支払リース料 172 百万円 211 百万円
    減価償却費相当額 162 百万円 197 百万円
    支払利息相当額 6 百万円 9 百万円

(4)　減価償却費相当額の算定方法
　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零にする定額法によっている。

(5)　利息相当額の算定方法
     リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい
　　 ては、利息法によっている。

５．有価証券関係
  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

６．税効果会計関係

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
   内訳
    繰延税金資産
       販売用不動産評価減 4,794 百万円
       貸倒引当金繰入限度超過額 3,234
       退職給付引当金繰入限度超過額 2,959
       退職給付信託 2,887
       繰越欠損金 2,031
       投資有価証券評価減 481
       賞与引当金繰入限度超過額 724
       役員退職慰労引当金 489
       その他 1,861
    繰延税金資産小計 19,464
    評価性引当額 △ 4
    繰延税金資産合計 19,460
    繰延税金負債
       その他有価証券評価差額金 △ 624
       その他 △ 91
    繰延税金負債合計 △ 715
    繰延税金資産の純額 18,744

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との
   差異の原因となった項目別の内訳
　  法定実効税率 42.05  ％
　   （調整）
　   　永久に損金に算入されない項目 18.87
　   　永久に益金に算入されない項目 △ 0.81
　   　住民税均等割等 8.51
　   　その他 3.42
　  税効果会計適用後の法人税等の負担率 72.04

当期
（14.3.31現在）
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１３．受注・売上・繰越高

１．受　注　高 （単位：百万円）
当　　　　期 前　　　　期

(13.4.1～14.3.31) (12.4.1～13.3.31) 増減（△）金額 増減（△）率　％

土 国内官庁 138,515 162,720 △ 24,205 △ 14.9

建 国内民間 21,466 22,461 △ 995 △ 4.4

海　　外 31,175 131,166 △ 99,990 △ 76.2

木 計 191,156 316,348 △ 125,191 △ 39.6

設 建 国内官庁 26,797 34,773 △ 7,976 △ 22.9

国内民間 85,207 101,740 △ 16,533 △ 16.3

海　　外 12,855 14,776 △ 1,921 △ 13.0

事 築 計 124,860 151,291 △ 26,431 △ 17.5

合 国内官庁 165,312 197,494 △ 32,181 △ 16.3

国内民間 106,673 124,202 △ 17,529 △ 14.1

業 海　　外 44,030 145,943 △ 101,912 △ 69.8

計 計 316,016 467,640 △ 151,623 △ 32.4

開 発 事 業 等 2,157 5,384 △ 3,226 △ 59.9

合　　　計 318,174 473,024 △ 154,849 △ 32.7

２．売　上　高 （単位：百万円）

当　　　　　期 前　　　　　期

(13.4.1～14.3.31) (12.4.1～13.3.31) 増減（△）金額 増減（△）率　％

土 国内官庁 160,479 167,015 △ 6,536 △ 3.9

建 国内民間 26,365 28,523 △ 2,158 △ 7.6

海　　外 51,738 55,398 △ 3,660 △ 6.6

木 計 238,582 250,936 △ 12,354 △ 4.9

設 建 国内官庁 29,374 40,790 △ 11,416 △ 28.0

国内民間 100,226 107,004 △ 6,777 △ 6.3

海　　外 26,047 15,513 10,534 67.9

事 築 計 155,648 163,308 △ 7,660 △ 4.7

合 国内官庁 189,853 207,805 △ 17,952 △ 8.6

国内民間 126,591 135,527 △ 8,936 △ 6.6

業 海　　外 77,785 70,911 6,874 9.7

計 計 394,230 414,245 △ 20,014 △ 4.8

開 発 事 業 等 2,511 5,137 △ 2,625 △ 51.1

合　　　計 396,742 419,382 △ 22,639 △ 5.4

３．次 期 繰 越 高 （単位：百万円）

当　　　　　期 前　　　　　期

(13.4.1～14.3.31) (12.4.1～13.3.31) 増減（△）金額 増減（△）率　％

土 国内官庁 137,624 159,588 △ 21,963 △ 13.8

建 国内民間 33,330 38,229 △ 4,898 △ 12.8

海　　外 165,298 171,751 △ 6,452 △ 3.8

木 計 336,253 369,568 △ 33,315 △ 9.0

設 建 国内官庁 37,123 39,700 △ 2,576 △ 6.5

国内民間 87,838 102,857 △ 15,019 △ 14.6

海　　外 20,250 30,626 △ 10,375 △ 33.9

事 築 計 145,212 173,184 △ 27,971 △ 16.2

合 国内官庁 174,748 199,288 △ 24,540 △ 12.3

国内民間 121,168 141,087 △ 19,918 △ 14.1

業 海　　外 185,549 202,377 △ 16,828 △ 8.3

計 計 481,466 542,753 △ 61,286 △ 11.3

開 発 事 業 等 154 509 △ 354 △ 69.7

合　　　計 481,620 543,262 △ 61,641 △ 11.3



五洋建設株式会社

１４．平成14年3月期　主要受注・完成工事

１．受　注

発　　注　　者 工　事　名　称 施工地

関西国際空港用地造成株式会社 ２ 期 空 港 島 埋 立 工 事 （ 揚 土 そ の ３ ） 大阪府

日 本 道 路 公 団 第二東名高速道路清水第一トンネル（その２）工事 静岡県

東 北 地 方 整 備 局 森 吉 山 ダ ム 本 体 建 設 第 １ 工 事 （ 第 １ 期 ） 秋田県

福 山 通 運 株 式 会 社 福山通運関東物流センター新築工事（イオン関東ＲＤＣ） 千葉県

安 田 不 動 産 株 式 会 社 （ 仮 称 ） 日 本 橋 浜 町 ３ － １ ２ 計 画 新 築 工 事 東京都

名 古 屋 市 交 通 局 高速度鉄道第４号線名港工場新設工事（建築関係） 愛知県

ル ー マ ニ ア 政 府 コ ン ス タ ン ツ ァ 南 港 整 備 工 事 ルーマニア

シ ン ガ ポ ー ル 住 宅 開 発 局 ト ア パ ヨ 再 開 発 建 築 工 事 シンガポール

２．完　工

発　　注　　者 工　事　名　称 施工地

関西国際空港用地造成株式会社 ２ 期 空 港 島 埋 立 部 地 盤 改 良 工 事 （ そ の ５ ） 大阪府

中 部 国 際 空 港 株 式 会 社 護 岸 等 築 造 工 事 （ そ の ３ ） 愛知県

大阪労働者住宅生活協同組合 高 槻 日 吉 台 造 成 工 事 大阪府

日 本 原 燃 株 式 会 社 六ヶ所再処理工場前処理建屋（AA建屋）建設工事 青森県

近 畿 地 方 整 備 局 国 立 国 会 図 書 館 関 西 館 （ 仮 称 ） 建 築 工 事 京都府

伊藤忠都市開発株式会社他５社 （ 仮 称 ） 上 大 岡 マ ン シ ョ ン 新 築 工 事 神奈川県

シンガポール ケッペルランド・
イ ン タ ー ナ シ ョ ナ ル 社

ケ ッ ペ ル ハ ー バ ー 護 岸 ・ 杭 打 工 事 シンガポール

香 港 特 別 行 政 区 政 府 カ リ タ ス 総 合 医 療 セ ン タ ー 救 急 病 棟 建 築 工 事 香港

（引渡基準ベース)
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１５．役員の異動（平成14年6月27日予定）

（１）代表者の異動

①退任予定代表者

佐　伯　忠　義 （非常勤相談役に就任予定）

（2）その他の役員の異動

①新任取締役候補

友　田　順　久 （現 芙蓉総合リース株式会社代表取締役社長）

②退任予定取締役（執行役員選任予定者を除く）

中　下　壽　雄 （相談役に就任予定）

佐　藤　 　和 （顧問に就任予定）

浅　野　長　弘 （顧問に就任予定）

岡　田　　　紘 （顧問に就任予定）

草　野　守　夫 （顧問に就任予定）

③執行役員選任予定者（34名）

加　藤　秀　明

高　階　實　雄

鉄　村　和二郎

水　野　廉　郎

森　平　倫　生

水　野　廉　弘

山　田　俊　郎

木　村　藤治郎

安　立　榮　介

松　下　正　勝

横　田　満　人

佐　藤　　　宏

川　上　和　行

八　木　毅　夫

中　村　　　勝

堀　江　宣　孝

藤　林　　　均

村　重　芳　雄

江　頭　素　樹

俵　　　輝　美

竹　永　三　英

植　木　利　彦

津　田　　　映

石　黒　 　男

松　村　國　男

宇　山　藤　博

多治見　利　典

田　村　　　亮

沖　川　正　澄

黒　川　三　郎

大　沼　良　文

上　瀨　純　一

岡　部　憲　一

近　藤　浩　右

専 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

専 務 執 行 役 員

専 務 執 行 役 員

専 務 執 行 役 員

専 務 執 行 役 員

執 行 役 員 社 長

執 行 役 員 副 社 長

執 行 役 員 副 社 長

執 行 役 員 副 社 長

代表取締役副会長

取締役(社外取締役)

氏　　名

取 締 役 副 社 長

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役

取 締 役

常 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

役　　名

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員
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④取締役・監査役・執行役員の一覧（平成14年6月27日付）

代表取締役会長 代表取締役会長 水野　廉平

代表取締役社長　兼執行役員社長 代表取締役社長 加藤　秀明

代表取締役　兼執行役員副社長 代表取締役副社長 土木部門管掌　兼環境・エンジニアリング管掌 高階　實雄

代表取締役　兼執行役員副社長 代表取締役副社長 経営管理管掌　兼コンプライアンス管掌 鉄村　和二郎

兼安全環境管掌

取締役　兼常務執行役員 常務取締役 建築部門建築営業本部長 川上　和行

取締役　兼常務執行役員 常務取締役 経営管理本部長　兼経営管理本部財務部長 津田　　映

取締役 友田　順久

監査役 監査役 小泉　信樹

監査役 監査役 渡部　雄二

監査役 監査役 山根　敏明

非常勤監査役 非常勤監査役 佃　　龍彦

執行役員副社長 取締役副社長 技術・IT管掌　兼技術研究所長 水野　廉郎

専務執行役員 専務取締役 土木部門担当 森平　倫生

専務執行役員 専務取締役 建築部門担当 水野　廉弘

専務執行役員 専務取締役 土木部門担当 山田　俊郎

専務執行役員 専務取締役 土木部門土木営業本部長 木村　藤治郎

専務執行役員 専務取締役 建築部門担当 安立　榮介

常務執行役員 常務取締役 東京支社長 松下　正勝

常務執行役員 常務取締役 建築部門担当 横田　満人

常務執行役員 常務取締役 営業担当 佐藤　　宏

常務執行役員 常務取締役 建築部門建築本部長　兼建築部門建築本部建築部長 八木　毅夫

兼安全環境担当

常務執行役員 常務取締役 建築部門担当 中村　　勝

常務執行役員 常務取締役 コンプライアンス推進本部長　兼安全環境本部長 堀江　宣孝

常務執行役員 常務取締役 大阪支店長 藤林　　均

常務執行役員 常務取締役 中国支店長 村重　芳雄

常務執行役員 常務取締役 土木部門担当 江頭　素樹

常務執行役員 常務取締役 国際事業本部長　兼国際事業本部国際総務部長 俵　　輝美

常務執行役員 常務取締役 土木部門担当 竹永　三英

常務執行役員 取締役 中国支店副支店長 植木　利彦

執行役員 取締役 土木部門担当 石黒　 男

執行役員 取締役 東北支店長 松村　國男

執行役員 取締役 九州支店長 宇山　藤博

執行役員 取締役 建築部門建築営業本部副本部長 多治見　利典

執行役員 取締役 土木部門担当 田村　　亮

執行役員 土木部門担当 沖川　正澄

執行役員 名古屋支店長 黒川　三郎

執行役員 東京支社建築支店長 大沼　良文

執行役員 土木部門土木本部長　兼安全環境担当 上瀨　純一

執行役員 土木部門土木営業本部副本部長 岡部　憲一

兼土木部門土木営業本部営業部長

執行役員 東京支社土木支店長 近藤　浩右

氏　　名新　役　名 旧　役　名 職　　　名


	個別財務諸表の概要
	個別財務諸表
	比較貸借対照表
	比較損益計算書
	比較利益処分欄
	注記

	受注･売上･繰越高
	主要受注・完成工事
	役員の異動

